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本研究では，住民の価値観を把握する指標として，包括的に都市環境に対する住民の価値観を把握でき

る「生活の質（Quality of Life: QOL）」指標に着目し，日本の居住者とアジア途上国の居住環境に対する

住民の価値観を分析し，比較を行った．その結果，1) 世帯収入が増加し経済発展段階が進むにつれ居住者

が重視する QOL 要素は Access から Safety, Amenity に移行する可能性がある，2) 高齢化が進むにつれ病院

への Access に対する重みが高まる，3)経済発展や高齢化の進展により各要素で重視する項目が変化するこ

とが明らかとなった．これらの結果は，今後アジアで予想される経済成長と高齢化といった大きな社会変

化に対する都市・交通インフラの需要変化を示唆するものであり，長期的将来にわたって持続可能な都市

政策を進める上で，鉄道整備に伴う駅前開発の高質化の重要性を示す有用な知見が得られた． 
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1. はじめに 

 

(1) 本研究の背景と目的 
日本は 1950 年代～1970 年代の高度経済成長期におい

て，高速道路をはじめとした道路インフラの開発，自動

車を前提とした郊外の住宅地開発など，時間短縮効果や

経済効率性を重視したインフラ整備や都市開発を進めて

きた．それにより，住宅や建設産業の拡大とともに大幅

な経済成長を実現することを可能とした一方で，都市を

維持・管理していくための費用の急増，環境負荷の増大

といった課題が顕在化してきている．特に成熟経済，少

子高齢化に突入した現在においては，高度経済成長期に

おいて開発されたインフラや都市の更新期を迎えており，

これらの更新費用が重くのしかかり始めている．さらに，

自動車を前提とした郊外住宅地においては高齢化の進行

に伴い移動が困難となる高齢者が発生し始め，また中心

市街地においても公共交通機関の弱体化や商業の衰退化

により生活利便性の低下が発生している．経済が豊かに

なるとともに，居住者が生活環境に求める価値も成長期

から徐々に変化しており，従来型のインフラ整備や住宅

供給では満足度の高い居住環境を提供することが困難に

なりつつある．マクロな経済・社会状況から個人の価値

判断までのマルチレベルなパラダイムシフトに，都市政

策が追い付いていないのが現状である． 

一方，アジア途上諸国は現在，目覚ましい経済発展が

進んでおり，インフラや都市開発が急速に進んでいる．

しかし，その内実は，自動車交通の増大に伴う渋滞の発

生と，その解消のための道路インフラの開発などの対症

療法的な施策に終始しており，このままでは日本をはじ

めとした先進諸国が経験してきた失敗をより一層大きな

スケールで繰り返しかねない． 

前述の日本の状況からも明らかになっているように，
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土地利用・交通施策は，経済動向変化より更に長期にわ

たって都市活動や住民の居住環境を規定し，その影響は

不可逆的である．今後，アジア諸国も日本と同様に，経

済成熟化，少子高齢化を迎えることは確定的である．日

本と同様の問題を顕在化させず，長期に渡って望ましい

都市構造を実現するためには，現在だけでなく将来の価

値観にも対応した土地利用・交通施策を積極的に先取り

し，リープフロッグ（かえる跳び）的な成長パスを検討

する必要がある． 

以上の問題意識を踏まえ，本研究では，住民の価値観

を把握する指標として，包括的に都市環境に対する住民

の価値観を把握できる「生活の質（Quality of Life: QOL）」

指標 1)に着目し，日本とアジア途上国の居住環境に対す

る住民の価値観を分析し，比較を行う．具体的には，名

古屋都市圏とタイ国バンコク都を対象として生活環境に

対する表明選好（Stated Preferences: SP）アンケート調査

を実施し，住民の価値観をコンジョイント分析により定

量化する．更にその結果を，バンコク都においては世帯

所得，日本においては年齢層に着目し，属性間及び都市

間の価値観の違いを明らかにすることで，今後，住民の

価値観変化の可能性を踏まえた都市・交通インフラ整備

の必要性について基礎的知見を得る． 

 

(2) 既往研究と本研究の位置づけ 
「生活の質（QOL）」は個人の幸福感や well-being

（住みよさ）を包摂する概念として，古くから都市政策

評価に用いられている 2)～4)．QOL指標には都市の持続可

能性を構成する要素の 1つとして複数の指標群で構成さ

れるものも多いが 5)～7)，個人間の価値観を考慮するため，

都市環境を示す客観的な指標と個人の主観的な価値をと

もに用いるアプローチも広く研究されている 8)～11)． 

特に後者のアプローチは，多様な都市環境の要素を加

味することができる点で，都市政策評価への活用に大き

な利点がある．Van Praag et al. 12)や Poortinga et al. 13)は職業，

住宅，健康，余暇，環境などを QOL の要素として取り

上げているほか，Lotfi and Koosari14)は居住地からの活動

機会の幅を要素としている．検討したい項目に応じて指

標を選択することが可能であり，また居住地のアメニテ

ィと交通利便性など全く異なる要素間の代替関係を把握

できる点が特徴である． 

また，社会経済状況の異なる個人の価値観の比較が来

出る利点も大きい．Maslow15)は欲求段階説で個人の価値

観はその人の置かれる社会経済状況で大きく変化するこ

とを明らかにしており，QOL アプローチはこのような

価値観変化を都市政策に援用することが可能である．

Doi et al. 10)は，各 QOL 要素に対する個人の価値観は，

QOL 要素の充足状況に影響されると仮定して QOL をモ

デル化した． Kenyon et al. 16)は，個人の身体状態や収入が

活動機会に対する価値観に大きく影響している（social 

accessibility）ことを論じている．また，日本においては，

加知ら 17)や高野ら 18)が性年代や居住地の違いが価値観に

与える影響を分析している． 

上記の通り，都市政策の分析において QOL 指標が有

効であることは既往研究により明らかとなっている．し

かしながら，これまでの研究ではいずれも評価一時点で

の個人の価値観に焦点を当てており，経済発展や社会状

況の変化が居住者の価値観を変化させることに焦点を当

てた研究はない．林ら 19)は途上国と先進国とを取り上げ，

経済状況が充分でない国においては，経済機会が重視さ

れる一方，経済が成熟してくると安全安心や環境への比

重が高まることを論じているが，これは実証されたもの

ではない．本研究では，先進国の都市として日本の名古

屋都市圏，アジア途上国の都市としてタイ国バンコク都

を取り上げ，居住者の都市環境に対する価値観の比較分

析を実施し，経済発展段階や人口構成の変化が住民の価

値観変化に与える影響に対する基礎的な考察を行うもの

である． 

 

 
2.  QOL指標とパラメータ推定法 

(1) QOL指標モデルの概要 

本研究では，加知ら20)が構築したQOL評価モデルを用

いて居住者の価値観を導出する．これは，居住者が享受

できる居住環境の良さを，居住環境の物理的な性能とそ

こに居住する個人の主観的な価値観によって決定される

とし，それらを統合することで評価するものである．具

体的には，QOLを測定する各指標 liX , に住民の価値観を

表す重み ls, を乗じたものの線形和をQOL値とし，式(1)

に示す． 

 
l

lilsis XQOL ,,,     (1) 

ここで， isQOL , は地区i に居住する属性グループs の
QOL値であり，l は各指標を示している．QOL測定指標

には各指標の独立性を確保するため，利便性（Access），

快適性（Amenity），安全性（Safety）の3つの要素から指

標を3～4つ選定し用いた（表-1）．利便性については各

施設までの所要時間，快適性については住宅及び周辺の

環境，安全性については犯罪・事故・災害のリスクを指

標とした．なお，主な指標は両都市共通であるが，地域

特性を加味し，名古屋都市圏においては快適性に騒音，

安全性に地震危険性を考慮し，バンコク都においては安

全性に大気汚染を考慮するものとした．これらの指標は

都市別の分析に用い，都市間分析には用いない． 
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(2) 分析手法 

前節で示した居住者の価値観を表す重みをコンジョイ

ント分析により推計するため，各都市の居住者に対し，

SPアンケート調査を実施した．各都市における調査の

概要を表-2に示す．アンケート手法は，名古屋都市圏で

はWEBアンケート調査を，バンコク都では街頭インタ

ビュー調査を用いている． 

アンケート内容は，2つの属性プロファイルを有する

居住地を示し，どちらがより好ましいかの選好結果を取

得する一対比較法を用いて設計した．プロファイルは表

-3，表-4に示すように，各項目についての満足度を表す

よう良い水準と悪い水準を設定し，これらの2水準の組

み合わせで設計した．具体的に，直行配列表を用いて2

パターンの組み合わせをプロファイルとして作成し，好

ましいプロファイルを回答者が選択する形式とした．

AmenityとSafetyの項目水準の値については，定量化によ

る客観的な評価が難しいため，定性的に主観的な水準を

設定した．日本のような先進国では，これらの項目の主

観的な水準値を，各種数値データから関連付けることが

より可能である．一方で，データ制約の大きい途上国で

は，このような主観的水準を数値データで関連付けるこ

とは難しいため，この項目水準の絶対値について先進国

と直接的な比較は難しい．しかし，各項目の重みは，そ

の良し悪しの水準値の幅に対して推計されるため，異な

る都市間でも比較可能であると考える． 

なお，本研究では各指標に対する重みを家賃で基準化

して比較分析する手法を用いている．その際，名古屋都

市圏では要素間のプロファイルとは別に各要素から1指

標を取り上げ家賃と合わせたプロファイルを質問するこ

とで，2段階の基準化を行う一方で，バンコク都につい

ては要素間のプロファイルすべてに家賃を加え，全ての

指標を1段階で基準化している点に留意が必要である． 

居住者の価値観の推計には，コンジョイント分析を用

いる．具体的には，アンケート調査結果を用いて各QOL

要素を説明変数とした2項選択ロジットモデルを構築し，

最尤推定法を用いてパラメータを推定した． 

 

(3) 調査対象 

本研究では，都市特性別と属性別の価値観の違いを分

析する．都市特性に関しては，経済発展段階の異なる先

進国と途上国の都市を比較するため，名古屋とバンコク

を対象とする．名古屋は，日本の中でもモータリゼーシ

ョンの進行した大都市で，バンコクより約2.5倍の車保

有率となっている（図-1）．しかし，名古屋は鉄道網も

都市全体に整備されており，近年は車保有率が減少傾向

にある．一方で，バンコクは，経済成長するアジア途上

表-1 本研究で用いるQOL測定指標 

factor indicator Summary 

Access 

Work 就業地までの所要時間（片道） 

Shop スーパーまでの所要時間（片道） 

School 学校までの所要時間（片道） 

Hospital 医療機関までの所要時間（片道） 

Amenity 

House size 住宅の延べ床面積（1人あたり） 

Streetscape 街並みの美しさ 

Green 緑地の整備状況 

Noise(N) 住宅周辺の騒音レベル 

Safety 

Accident 交通事故の遭遇率 

Crime 侵入窃盗の遭遇率 

Flood 洪水時の被害リスク 

Pollution(B) 大気汚染の程度 

Earthquake(N) 大地震発生時の被害リスク 

Cost Rent 月に支払う家賃 

 

表-2 対象地域において実施したアンケート調査の概要 

対象地域 名古屋都市圏 バンコク都 

アンケート 
実施時期 

2010年10月26日 
～10月27日 

2012年11月26日 
～12月1日 

アンケート 
方法 

WEBモニター調査 街頭アンケート調査 

調査対象者 愛知県内の居住者 バンコク都内の居住者 

サンプル数 400人 540人 

 

表-3 各居住環境項目の水準値（名古屋都市圏） 

factor indicator Good case Bad case 

Access 

Work 15分 30分 
Shop 15 分 30分 

School 15 分 30分 
Hospital 15 分 30分 

Amenity 

House size 50m2／人 20m2／人 
Streetscape きれい きれいでない 

Green 整備されている 整備されていない 
Noise 電話のベル程度 エアコンの音程度 

Safety 

Accident 安全 ふつう 
Crime 安全 ふつう 
Flood リスクなし 50年に1回 

Earthquake 平均の1/10 平均レベル 

Cost Rent 月5万円 月10万円 

 

表-4 各居住環境項目の水準値（バンコク） 

factor indicator Good case Bad case 

Access 

Work 40 minutes 60 minutes 
Shop 30 minutes 60 minutes 

School 15 minutes 45 minutes 
Hospital 15 minutes 45 minutes 

Amenity 
House size 15% larger 15% smaller 
Streetscape Good Poor 

Green Good Poor 

Safety 

Accident Good Poor 
Crime Good Poor 
Flood Good Poor 

Pollution Good Poor 

Cost Rent 15 % of income 25% of income 
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国大都市の中でもモータリゼーションが急速に進行して

きており，一人当たりGRP1万ドルの時点で、車の保有

率は名古屋の約1.5倍となっている．このようにモータ

リゼーションが進行したバンコクでも，2000年頃から都

市鉄道の整備が始まり，車依存の習慣をどのように転換

するかが大きな課題となっている． 

価値観の違いを分析する属性グループは，各グループ

におけるサンプル数確保の点も考慮しながら分類した．

名古屋都市圏では年代3区分（20～30代，40～50代，60

代以上），バンコク都では収入・年代4区分（Low-

income：月収20,000バーツ未満，Middle-income：月収

20,001～75,000バーツで60歳未満，High-income：月収

75,000バーツで60歳未満，over 60：中所得以上で60歳以

上）とした．各属性の交通・居住行動の特徴に関しては，

名古屋における自動車利用率と駅前居住者の割合を図-2

に示す．自動車利用率は，中京都市圏パーソントリップ

調査から，平休日別に調査日の自動車利用の割合を算出

している．自動車利用の状況では，平日より休日の利用

率が高く，年代別では20代と60～70代の利用率が小さく，

ファミリー世帯の割合が多い30代～50代では大きい．居

住地の分布では，公共交通利便性の高い駅周辺（800m）

圏内の居住者は約6割程度である．20代は単身世帯が多

いこともあり，他の年代よりやや割合が大きいが，その

他の年代は同程度である．20代は交通利便性の高い駅前

周辺への居住率が高いため，自動車利用率が低下しても

問題は生じないと考えられるが，自動車利用が大幅に低

下する70代以上については郊外に居住している割合は4

割程度であり，高齢者の交通利便性確保が困難となる可

能性がある． 

一方，バンコクでは，所得が上がるにつれて車保有が

大きく上昇している（図-3）．車保有層はゲーティッド

開発と呼ばれる塀で囲まれた中・高級住宅の集合居住地

区に居住し，高い水準のアメニティ機能とセキュリティ

機能を享受している．このようなゲーティッド開発は主

に郊外で多いが，近年は駅前開発にも増えてきている．

このため，駅前居住者は，低所得層だけでなく高所得層

でも高くなっており，車依存の層が駅前居住することで，

鉄道利用の促進を妨げていることが問題と考えられる． 

 

 
3. 各都市における住民の価値観分析 

名古屋都市圏における年代別のパラメータ推定結果を

表-5に，バンコク都における収入・年代別のパラメータ

推定結果を表-6に示す．両都市ともに多くのモデルで尤

度比が 0.2～0.4 の範囲で収まっている．名古屋都市圏で

は Access で全体的に尤度比が低いが，その他は全年代

ともに良好であり，バンコク都ではほぼすべてで満足し

ている．指標ごとの t 値でも，両都市ともに多くの指標

で統計的有為を確保している．一部指標で t 値が小さい

が，符号条件が一致していることや，他の属性グループ

との値の比較から大きく外れ値は出ていないことから，

以降ではこの結果を用いて分析・考察を行う． 

図-1 各国における 1人あたりGDPと自動車保有率の推移 

 

図-2 名古屋市における駅前居住率と自動車利用率 

図-3 バンコク都における駅前居住率と自動車保有率 
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(1) 名古屋都市圏における年代別の価値観分析 

名古屋都市圏居住者における各QOL指標に対する年代

別の重み構成比を図-4に示す．これは各重みの値を足し

て100%になるように，その相対値を示したものである． 

30代以下では，家賃のほか，家の大きさ，騒音や犯罪

遭遇率に対する重みが大きく，いずれも10%を超えてい

る．一方，40・50代では交通事故，犯罪，洪水など

Safetyに対する重みが大きい．一方，60代では他の年代

と比べて家賃，買い物利便性，医療機関の利便性が突出

して大きくなっており，就労率の低下や移動に対する制

約が発生するとともに，これらの比重が大きくなってい

るものと考えられる．なお，使用したアンケート調査結

果は東日本震災発生前の2010年であり，そのため地震に

対する重みはいずれの年代でも小さい． 

 

(2) バンコク都における所得・年代別の価値観分析 

バンコク都居住者における各QOL指標に対する収入別，

年代別の重み構成比を図-5に示す．低所得者においては

家賃や就業地への利便性に対する重みが大きく， 

Amenityに対する重みが小さい．一方，中所得者になる

と，家賃や就業利便性も高いものの，洪水や犯罪などの

Safetyや緑地に対する重みが相対的に大きくなっている．

表-5 名古屋都市圏における属性別のパラメータ推定結果 

    Under 40 Between 41-60 Over 60 

Factor Coeff (t) Coeff (t) Coeff (t) 
Accessibility Work 0.95 (11.42) 0.77 (8.28) 0.43 (1.81) 

School 0.96 (8.96) 0.96 (7.72) 0.47 (1.49) 
 Shop 0.93 (11.23) 0.96 (9.91) 1.25 (4.72) 

  Hospital 0.80 (7.64) 0.75 (6.20) 0.79 (2.42) 
L-ratio   0.14 0.13 0.16 
Samples   1,080 804 126 
Amenity House size 1.80 (16.25) 1.61 (13.81) 1.54 (5.41) 

Streetscape 0.81 (9.90) 0.74 (8.25) 0.94 (3.92) 
Green 1.01 (0.33) 1.00 (7.61) 1.21 (3.56) 

  Noise 1.77 (12.87) 1.67 (11.37) 1.30 (3.75) 
L-ratio   0.29 0.25 0.24 
Samples   1,140 906 132 
Safety Flood 1.28 (13.08) 1.26 (11.01) 1.05 (3.97) 

Burglar 1.60 (12.50) 1.61 (11.05) 1.28 (3.58) 
Accident 1.17 (9.98) 1.34 (9.66) 0.81 (2.49) 

  Earthquake 0.73 (9.04) 0.61 (6.78) 1.18 (4.35) 
L-ratio   0.22 0.22 0.19 
Samples   1,056 840 114 
QOL Shop 0.71 (4.76) 1.29 (4.36) 1.06 (2.86) 

Earthquake 0.59 (6.07) 0.91 (6.34) 1.24 (2.41) 
Rent 2.44 (17.55) 0.38 (16.41) 0.18 (6.59) 

  House size 1.33 (8.51) 0.99 (7.35) 0.89 (1.28) 
L-ratio   0.43 0.36 0.43 
Samples   1,134 936 150 

 

表-6 バンコクにおける属性別のパラメータ推定結果 

    Low-Income Middle-Income High-Income Over 60 

Factor Coeff (t) Coeff (t) Coeff (t) Coeff (t) 
Accessibility Work 1.28 (4.50) 1.20 (7.83) 1.30 (3.74) 0.74 (2.41) 

School 0.63 (2.24) 0.57 (3.99) 0.35 (1.16) 0.62 (2.05) 
 Shop 0.75 (4.66) 1.27 (9.86) 1.89 (5.22) 0.87 (3.85) 

Hospital 0.82 (2.90) 0.86 (5.94) 1.29 (3.92) 1.53 (4.74) 
  Rent 1.52 (5.30) 1.02 (7.03) 0.84 (2.75) 0.93 (0.31) 
L-ratio   0.26 0.30 0.41 0.25 
Samples   492 926 206 270 
Amenity House size 0.82 (2.48) 0.22 (1.95) 0.65 (2.40) 0.81 (2.76) 

Streetscape 0.17 (0.69) 0.27 (2.37) 0.85 (3.02) 0.68 (2.40) 
Green 0.07 (0.27) 0.88 (6.90) 0.56 (2.12) 0.73 (2.64) 

  Rent 2.43 (7.18) 1.38 (10.53) 0.90 (3.51) 1.24 (4.19) 
L-ratio   0.52 0.25 0.16 0.23 
Samples   346 1004 192 182 
Safety Flood 0.84 (3.12) 1.29 (11.29) 1.15 (4.64) 1.06 (2.78) 

Burglar 0.60 (2.52) 0.91 (8.09) 1.08 (3.96) 1.24 (3.07) 
Accident 0.07 (0.31) 0.38 (3.66) 1.17 (4.23) 0.18 (0.47) 
Pollution 0.19 (0.80) 0.36 (3.40) 0.43 (1.64) 0.95 (2.35) 

  Rent 2.13 (7.33) 0.99 (8.73) 0.55 (2.13) 0.89 (2.28) 
L-ratio   0.43 0.26 0.28 0.28 
Samples   352 1206 242 110 
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高所得者層になると，交通事故などSafetyに関する要素

が更に大きくなっている．60代以上の特徴としては，日

本の結果と同様に医療機関への利便性に対する重みが大

きく，犯罪や洪水，汚染に対する重みも大きい． 

 

(3) 名古屋都市圏とバンコク都との比較分析 

名古屋都市圏とバンコク都におけるQOL要素ごとの居

住者価値観を図-6に示す．これは，各重みの構成比の値

をQOL要素別に足し合わせたものである． 

Accessについては，バンコク都のほうが名古屋都市圏

より重みが大きく，またバンコク都内では収入が増加す

るにあたって，重みは小さくなる傾向がある．一方，

AmenityやSafetyはともに日本の重みが大きい傾向にあり，

収入が大きいほど重みが大きくなる傾向がある．また，

AmenityよりもSafetyのほうが収入に対する感度が高い一

方で，都市間の際は小さい．以上の結果から，林ら19)の

仮説の通り，経済発展が進み都市基盤の整備が進むにつ

れ，居住環境に対する重みはAccessからSafety，Amenity

へと移行することが推察される． 

一方，60代以上で名古屋都市圏とバンコク都の結果を

比較すると，その構成比は非常に類似しており，大きい

ほうからAccess，Safety，Amenityの順である．これは，

日本においても高齢化により自動車での移動が困難にな

ることで，Accessへの比重が再び大きくなるためと考え

られる．日本のようなモータリゼーションを前提とした

都市構造では，高齢者の移動ニーズを満足するAccessを

確保できず，今後高齢化が進むことで都市環境が提供す

るサービスとニーズとのかい離が広がる可能性がある． 

各QOL要素内の指標ごとの重み構成比を図-7から図-9

に示す．まず，Accessについては日本のほうが学校への

利便性に対する重みが高く，バンコク都は買い物利便性

が高い．また，就業地への利便性に対する重みは，収入

が大きいほど低くなる傾向にある．高齢者間の比較では，

両都市ともに他属性よりも医療機関への利便性が高い傾

向があるが，名古屋都市圏とバンコク都とでは買い物利

便性に対する重みが大きく異なっている．これはバンコ

クの高齢者が比較的同居世帯が多い（アンケート結果で

は65歳以上回答者の平均世帯人員は3.6）のに対し，日

本の高齢者のうち56%は高齢者のみで構成されており，

高齢者が自ら日常の買い物が必要な居住環境であるため

と考えられる．名古屋をはじめとして，日本の都市圏に

おいては，これまで需要の多い通勤交通を処理するため

 

図-4 QOL要素に対する重み構成比（名古屋都市圏） 図-5 QOL要素に対する重み構成比（バンコク都） 

 

 

図-6 名古屋都市圏とバンコク都のQOL要素の重み構成比（左：60代未満，右：60代以上） 
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の交通ネットワークの確保を行ってきた．高齢化に伴い

非通勤の割合が増加することで，これらの需要にもこた

えるネットワークが必要となってきている． 

Amenityでは，バンコク都の中高所得層と比べて日本

のほうが住宅の広さに対する重みが大きい．経済発展と

都市化が進むと一般に住宅の広さは小さくなるため，住

宅広さに対するニーズは日本のほうが高くなっていると

考えられる．Safetyについては，バンコク都のほうが洪

水に対する重みが高い一方で，名古屋都市圏やバンコク

都の高所得層は自動車事故に対する重みが高い．属性グ

ループ別の自動車保有率（図-2，図-3）を踏まえると，

自動車保有率が高いほど，自動車事故のリスクに対する

重みが大きい傾向にあると考えられる． 

 

 
4. おわりに 
本研究では，住民の価値観を把握する指標として，包

括的に都市環境に対する住民の価値観を把握できる

QOL 指標に着目し，日本の居住者とアジア途上国の居

住環境に対する住民の価値観を分析し，比較を行った．

その結果，1)世帯収入が増加し経済発展段階が進むにつ

れ，居住者が重視する QOL 要素は Access から Safety，

Amenity に移行する可能性があること，2)高齢化が進む

につれ Accessに対する重みが高まること，3)経済発展や

高齢化の進展により各要素で重視する項目が変化するこ

とが明らかとなった．これらの結果は，今後日本やアジ

アで予想される経済・社会変化に対する都市・交通イン

フラの需要変化を示唆するものであり，長期的将来にわ

たって持続可能な都市政策を進める上で，鉄道整備に伴

う駅前開発の高質化の重要性を示す有用な知見が得られ

たものと考えられる． 

以上の結果から具体的な政策への示唆として，以下の

2 点が得られる．1 点目はモータリゼーション型・通勤

型の都市整備の限界と課題があげられる．名古屋におい

ては，道路整備の積極的な整備を進めており，結果的に

都市域の拡大を招いてきた．また，公共交通についても，

需要の大きい都心部と郊外とのネットワークが中心に整

備されてきた．しかし高齢化が進むにつれ，自動車が利

用できない層や非通勤交通の利便性の確保が困難となり，

その結果として高齢者の Access に対する重みが再度大

きくなっている傾向にある．バンコクにおいても現在は

日々需要が増加する自動車交通とその対応のための道路

整備を繰り返しており，このままモータリゼーション型

整備を進めれば将来的な社会経済変化に対して同様の課

題を抱えることとなる．経済発展段階から将来の需要を

踏まえた都市基盤の整備が求められる． 

2 点目は駅前開発の高質化である．日本においては，

駅前への居住は全年代がまんべんなく分布していると考

えられるが，年代別のニーズを踏まえると高齢者が積極

的に居住できる環境を整える必要がある．特に，公共施

設や買い物施設，病院が郊外に移転している場合もあり，

地域拠点である駅前の生活利便性が十分確保できていな

い場合も多い．一方，バンコクにおいては，近年におい

ては駅前開発でも自動車保有率の高い層に向けた開発が

図-7 属性グループによるAccess指標の重み構成比 

図-8 属性グループによるAmenity指標の重み構成比 

図-9 属性グループによるSafety指標の重み構成比 

 

第 52回土木計画学研究発表会・講演集

 526



 

 

多く，真に公共交通を需要する低所得者層がその恩恵を

受けることが難しい環境になっている．TOD を進める

にあたっては，単にコンパクト化を目指した開発ではな

く，社会経済の変化を考慮して，多様な世代が居住でき，

必要な生活サービスが確保できる開発が求められる． 

一方，本研究においては，属性グループ間の重みの違

いの要因について，各都市の居住文化の観点から十分な

説明ができたとは言い難い．将来における価値観の変化

を正しく予測し捉えるためには，より詳細な分析が必要

であり，今後の検討課題として挙げられる．なお，本論

文で用いた各都市のアンケート調査は，調査方法や水準

値，換算手法などで異なる点がある．今後，より正確に

比較分析を行うためには，都市間の特性の違いを考慮し

た統一的な調査手法の設計とデータ取得が求められる． 
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